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はじめにはじめに

先月、ワシントン州は、事実上すべての競業避止条項を禁止し、また州において許容される勧誘禁
止条項の範囲を大幅に狭めるEngrossed Substitute House Bill 1155（SB 1155）を可決した。この
新法は2027年6月30日に施行され、競業避止条項を含む既存のすべての契約に遡及的に適用され、
これにより、契約が締結された時期にかかわらず、競業避止条項は無効かつ執行不能となる。ま
た、企業は、2027年10月1日までに、競業避止条項の対象となっているすべての現従業員、元従業
員、独立請負業者に対して、その条項が無効かつ執行不能である旨の書面による通知を提供するた
め合理的に努力することが義務付けられている。企業が当該新法に違反（必要な通知をしなかった
場合など）した場合、実際に発生した損害または法定損害を賠償する責任を負う可能性がある。

背景：進化する競業避止の状況背景：進化する競業避止の状況

競業避止条項が執行できるかどうかは、州ごとに大きく異なる。2024年、米国連邦取引委員会
（FTC）は事実上の競業避止条項の禁止を全国的に導入しようと試みた。しかし、当該規則は施行
されず、競業避止に対する法規制は州に委ねられたままとなっている。

カリフォルニア州では、100年以上にわたり競業避止条項が禁止されてきた。2024年、同州は競業
避止法を改正し、企業に通知義務を課し、法定損害賠償を規定したが、これらは新しいワシントン
州法と類似している。より直近では、ミネソタ州、ノースダコタ州、オクラホマ州などの他の州
も、同様の禁止を法制化している。さらに、コロラド州、イリノイ州、メイン州、メリーランド
州、オレゴン州、ロードアイランド州、バージニア州などの複数の州は、特に低賃金労働者に対す
るものについて、大幅な規制を導入している。

ワシントン州は、2019年に初めて競業避止条項について取り組み、低賃金労働者に対する競業避止
条項を禁止するとともに、高所得労働者に対する競業避止についても所得基準、通知義務、期間制
限を課した。しかし、同州の立法府は、これらの措置では「十分ではなかった」と認識するに至っ
た。SB 1155はこのような従来の枠組みを置き換えるものであり、既存の契約にも遡及適用し、ま
た、厳格な通知義務を企業に課す点で、現行のカリフォルニア州法に最も類似している。

SB 1155の主要な規定SB 1155の主要な規定

1. 競業避止条項の全面禁止

https://www.jenner.com/en/people/sarah-sun-lee
https://www.jenner.com/en/people/andrew-w-vail
https://www.jenner.com/en/people/gregory-m-boyle
https://www.jenner.com/en/people/savannah-e-b-mcneily
https://www.jenner.com/en/people/debbie-l-berman
https://www.jenner.com/en/people/jason-m-bradford
https://www.jenner.com/en/news-insights/publications/the-rule-is-dead
https://www.jenner.com/


今回の新法の下では、すべての競業避止条項は、当事者がいつ契約締結したかにかかわらず無効か
つ執行不能となる。本法では、「競業避止条項」は広く定義されており、従業員や独立請負業者が
いかなる合法的な職業、取引、事業に従事することを禁止・制限する、あらゆる書面または口頭の
合意が含まれる。また、従業員が他の合法的な雇用に従事した結果として、権利、利益、報酬を返
還、返済、放棄することを求める規定（例えば、株式報酬の没収条項や返還条項）も含まれる。

2. 引き続き許容される契約
本法による競業避止条項の禁止は、秘密保持契約や、企業の営業秘密を保護するその他の種類の契
約には適用されない。

また、勧誘禁止条項は全面的に禁止されるわけではないが、本法により狭く解釈されることになっ
た。すなわち、本法により、許容される勧誘禁止条項は2種類に分類されている。

従業員の勧誘禁止：企業は、退職した従業員が現従業員を勧誘して退職させることを禁止するこ
とができる。

顧客の勧誘禁止：企業は、元従業員が現顧客や潜在的な顧客、クライアント、患者に対して、当
該企業から取引を切り替えるよう勧誘することを制限できるが、それは当該従業員がその雇用を
通じて当該顧客と直接的な関係を確立し、または、実質的に発展させた場合に限られる。また、
そのような制限は、退職後最大18か月に限定される。このような制限を除いては、「顧客との取
引の受領や実施を、直接または間接に禁止する」いかなる契約条項も、新法の下では無効とな
る。

3. 執行・救済
本法への違反によって不利益を被った者（現従業員または元従業員であって適切な通知を受けてい
ない者を含まれる）は、訴訟を提起することができ、実際に発生した損害または5,000ドルの法定
損害のうち、いずれか高い方を請求することができる。ワシントン州司法長官も当該新法を執行す
る権限を有する。

企業が取るべき次の対応企業が取るべき次の対応

新法は「すべてのワシントン州所在の労働者および事業者」に適用される。ワシントン州で事業ま
たは従業員を有する企業は、以下の対応を含め、今からSB 1155の遵守のために準備すべきであ
る。

1. 既存契約の見直し
既存の雇用契約、オファーレター、株式報酬制度、独立請負業者との契約を見直し、拡張された法
定の定義により禁止される競業避止条項に該当し得る規定を特定する。特に、競業に伴う放棄条
項、顧客制限条項、退職後の雇用により発動される返還義務条項に注意すべきである。

2. 2027年10月までに義務付けられた書面通知の実施
競業避止条項の対象となっている現従業員、元従業員、独立請負業者に対して書面通知を実施する
ためのプランを策定する。この際、元従業員へ連絡するための努力を含め、すべての作業を文書化
しておくべきである。
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3. 制限条項の改訂
新法の要件に適合するように、標準的な雇用契約と制限条項のテンプレートを更新する。秘密保持
条項、営業秘密条項、発明帰属条項など、新法の下でも許容される保護手段を強化することによ
り、新法の範囲内で事業上の利益を保護することも検討する余地がある。

この記事は英文の記事の要約版となります。また、この記事はJenner & Blockニュースレターに掲
載されています。
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